
生駒市条例第１０号 

生駒市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成１８年３月３１日 

生駒市長 山下 真 

生駒市税条例の一部を改正する条例 

生駒市税条例（昭和５０年１２月生駒市条例第３１号）の一部を次のように改 

正する。 

第１４条第２項中「１９万８千円」を「１８万９千円」に改める。 

第１７条第２項中「本節」を「この節」に改め、同項の表第１号中「資本等の 

金額（資本の金額又は出資金額と法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第 

１７号に規定する資本積立金額又は同条第１７号の３に規定する連結個別資本積 

立金額との合計額」を「資本金等の額（法人税法（昭和４０年法律第３４号）第 

２条第１６号に規定する資本金等の額又は同条第１７号の２に規定する連結個別 

資本金等の額」に、「資本の金額又は出資金額を」を「資本金の額又は出資金の 

額を」に改め、同表第２号から第８号までの規定中「資本等の金額」を「資本金 

等の額」に改める。 

第４７条第１項中「１に」を「いずれかに」に改める。 

第６８条第９項中「本条」を「この条」に改め、「第１項から第６項まで」の 

次に「及び法第３４９条の３第１１項」を加え、同条第１０項中「本項」を「こ 

の項」に改め、「前項」の次に「並びに法第３４９条の３第１１項」を加える。 

第１０３条中「２，７４３円」を「３，０６４円」に改める。 

附則第７条の２第１項中「３５万円を」を「３２万円を」に改める。 

附則第１２条の２第４項を削り、同条第５項中「附則第１６条第７項」を「附 

則第１６条第６項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１６



条第８項」を「附則第１６条第７項」に改め、同項第２号中「附則第１２条第２ 

４項」を「附則第１２条第２３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条に次の 

１項を加える。 

６ 法附則第１６条第８項の耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用 

を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日か 

ら３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用 

を証する書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第２５項に規定する 

基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 耐震改修が完了した年月日 

(5) 耐震改修に要した費用 

(6) 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合に 

は、３月以内に提出できなかった理由 

附則第１２条の３第１項中「（法附則第１６条第６項の規定の適用を受けよう 

とする場合にあっては、前条第４項に規定する書類を含む｡)」を削り、同項第３ 

号中「、第５項又は第６項」を「又は第５項」に改める。 

附則第１３条の見出し中「平成１５年度から平成１７年度まで」を「平成１８ 

年度から平成２０年度まで」に改め、同条第６号を同条第８号とし、同条第５号 

を同条第７号とし、同条第４号中「附則第１８条第２項」を「附則第１８条第７ 

項」に、「附則第１９条の４第２項」を「附則第１９条の４第５項」に改め、同 

号を同条第６号とし、同条第３号中「附則第１７条第６号イ」を「附則第１７条 

第８号イ」に改め、同号を同条第５号とし、同条第２号の次に次の２号を加え 

る。



(3) 住宅用地 法附則第１７条第３号 

(4) 商業地等 法附則第１７条第４号 

附則第１３条の２の見出しを「（平成１９年度又は平成２０年度における土地 

の価格の特例）」に改め、同条第１項中「平成１６年度分」を「平成１９年度分 

」に、「平成１７年度分」を「平成２０年度分」に改め、同条第２項中「平成１ 

６年度適用土地」を「平成１９年度適用土地」に、「平成１６年度類似適用土地 

」を「平成１９年度類似適用土地」に、「平成１７年度分」を「平成２０年度分 

」に改める。 

附則第１３条の３の前の見出し中「平成１５年度から平成１７年度まで」を「 

平成１８年度から平成２０年度まで」に改め、同条を次のように改める。 

第１３条の３ 宅地等に係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分の固 

定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等 

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該 

宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等 

が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３の２の規定の適用を受け 

る宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この 

条において同じ｡)に１００分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅地等が 

当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第 

１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの 

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税 

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整 

固定資産税額」という｡)を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とす 

る。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商業地等に係る平成１８年度から平 

成２０年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定



資産税額が、当該住宅用地又は商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税 

標準となるべき価格に、住宅用地にあっては１０分の８、商業地等にあっては 

１０分の６を乗じて得た額（当該住宅用地又は商業地等が当該年度分の固定資 

産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規 

定の適用を受ける住宅用地又は商業地等であるときは、当該額にこれらの規定 

に定める率を乗じて得た額）を当該住宅用地又は商業地等に係る当該年度分の 

固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額を超える 

場合にあっては、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成１８年度から平成２０年度ま 

での各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、 

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に１０分 

の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第３４ 

９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地 

等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅 

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ 

る固定資産税額に満たない場合にあっては、同項の規定にかかわらず、当該固 

定資産税額とする。 

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の負担水準が０．８以上のものに係 

る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１項 

の規定にかかわらず、当該住宅用地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該 

住宅用地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額 

（当該住宅用地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は法附 

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける住宅用地であるとき 

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該住宅用 

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における



固定資産税額（以下「住宅用地据置固定資産税額」という｡)を超える場合に 

は、当該住宅用地据置固定資産税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．６以上０．７以下 

のものに係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分の固定資産税の額 

は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に係 

る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産 

税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定 

の適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め 

る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標 

準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等据置固定資 

産税額」という｡)とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が０．７を超えるものに 

係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１ 

項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標 

準となるべき価格に１０分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の 

固定資産税について法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３ま 

での規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定め 

る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標 

準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資 

産税額」という｡)とする。 

附則第１３条の４を次のように改める。 

第１３条の４ 地方税法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第７号）附則 

第１５条第１項の規定により、平成１８年度から平成２０年度までの各年度分 

の固定資産税については、法附則第１８条の３の規定を適用しない。 

附則第１３条の５を削る。



附則第１４条の見出し中「平成１５年度から平成１７年度まで」を「平成１８ 

年度から平成２０年度まで」に改め、同条中「平成１５年度から平成１７年度ま 

で」を「平成１８年度から平成２０年度まで」に改め、「固定資産税の課税標準 

額」の次に「（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又 

は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける農地であるとき 

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）」を加える。 

附則第１６条及び第１６条の２を次のように改める。 

第１６条 市街化区域農地に係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分 

の固定資産税の額は、前条の規定により算定した当該市街化区域農地に係る当 

該年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地の当該年度分の固定資産税に 

係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該市街化区域農地に係る当該年 

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１００分の５を 

乗じて得た額を加算した額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税に 

ついて法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適 

用を受ける市街化区域農地であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を 

乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標 

準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「市街化区域農地調整 

固定資産税額」という｡)を超える場合には、当該市街化区域農地調整固定資産 

税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成１８年度から平成２０ 

年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街化区域農 

地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税の 

課税標準となるべき価格の３分の１の額に１０分の８を乗じて得た額（当該市 

街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は法附則 

第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地であると



きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農 

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における 

固定資産税額を超える場合にあっては、同項の規定にかかわらず、当該固定資 

産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける市街化区域農地に係る平成１８年度から平成２ 

０年度までの各年度分の市街化区域農地調整固定資産税額は、当該市街化区域 

農地調整固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税 

の課税標準となるべき価格の３分の１の額に１０分の２を乗じて得た額（当該 

市街化区域農地が当該年度分の固定資産税について法第３４９条の３又は法附 

則第１５条から第１５条の３までの規定の適用を受ける市街化区域農地である 

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該市街化区域 

農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ 

る固定資産税額に満たない場合にあっては、同項の規定にかかわらず、当該固 

定資産税額とする。 

４ 市街化区域農地のうち当該市街化区域農地の当該年度の負担水準が０．８以 

上のものに係る平成１８年度から平成２０年度までの各年度分の固定資産税の 

額は、第１項の規定にかかわらず、当該市街化区域農地に係る当該年度分の固 

定資産税額が、当該市街化区域農地の当該年度分の固定資産税に係る前年度分 

の固定資産税の課税標準額（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資産税に 

ついて法第３４９条の３又は法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適 

用を受ける市街化区域農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定 

める率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係る当該年度分の固定資産税 

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「市街化区域 

農地据置固定資産税額」という｡)を超える場合には、当該市街化区域農地据置 

固定資産税額とする。



第１６条の２ 削除 

附則第１６条の３中「附則第１３条の３、第１３条の４」を「附則第１３条の 

３」に改める。 

附則第１６条の５第１項中「附則第１３条の３第１項」を「附則第１３条の３ 

第１項から第６項まで」に、「平成１５年度から平成１７年度まで」を「平成１ 

８年度から平成２０年度まで」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「平成 

１５年１月１日から平成１７年１２月３１日まで」を「平成１８年１月１日から 

平成２１年３月３１日まで」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項を同条 

第３項とし、同条第５項第１号中「法附則第２０条に規定する宅地評価土地」を 

「宅地及び法附則第１７条第４号に規定する宅地比準土地」に改め、同項を同条 

第４項とし、同条第６項中「附則第３１条の３第４項」を「附則第３１条の３第 

３項」に、「第１項又は第２項」を「第１項」に改め、同項を同条第５項とす 

る。

附則第１７条の２第１項中「平成１５年７月１日」を「平成１８年７月１日」 

に、「２，９７７円」を「３，２９８円」に改め、同条第２項中「平成１５年７ 

月１日」を「平成１８年７月１日」に、「１，４１２円」を「１，５６４円」に 

改める。 

附則第２５条の２の次に次の１条を加える。 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２５条の３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約の実施に伴う所 

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６ 

号。以下「租税条約実施特例法」という｡)第３条の２の２第１０項に規定する 

条約適用利子等については、第１８条及び第２１条の規定にかかわらず、他の 

所得と区分し、その前年中の同項に規定する条約適用利子等の額（以下この項 

において「条約適用利子等の額」という｡)に対し、条約適用利子等の額（次項



第１号の規定により読み替えられた第２０条の規定の適用がある場合には、そ 

の適用後の金額）に１００分の５の税率から同法第３条の２の２第１項に規定 

する限度税率（第３項において「限度税率」という｡)を控除して得た率に５分 

の３を乗じて得た率（当該納税義務者が同条第３項の規定の適用を受ける場合 

には、１００分の３の税率）を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割 

を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1) 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、 

「総所得金額、附則第２５条の３第１項に規定する条約適用利子等の額」と 

する。 

(2) 第２５条、第２５条の２第１項及び附則第９条第１項の規定の適用につ 

いては、これらの規定中「場合の所得割の額」とあるのは、「場合の所得割 

の額並びに附則第２５条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とす 

る。 

(3) 第２６条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある 

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２５条の３第１項に規定する条約適 

用利子等の額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所 

得金額若しくは租税条約実施特例法第３条の２第１６項に規定する特定利子 

に係る利子所得の金額、同条第１８項に規定する特定収益分配に係る配当所 

得の金額、同条第２２項に規定する特定懸賞金等に係る一時所得の金額若し 

くは同条第２４項に規定する特定給付補てん金等に係る雑所得等の金額」と 

する。 

(4) 附則第７条の２の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額 

」とあるのは「山林所得金額並びに附則第２５条の３第１項に規定する条約 

適用利子等の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額



並びに附則第２５条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

(5) 附則第２６条第４項の規定の適用については、同項中「除く｡)の額」と 

あるのは、「除く｡)の額並びに附則第２５条の３第１項の規定による市民税 

の所得割の額」とする。 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約実施特例法第３条の２の２ 

第１２項に規定する条約適用配当等（次項において「条約適用配当等」とい 

う｡)については、第１８条第３項及び第４項の規定は適用しない。この場合に 

おいて、当該条約適用配当等については、第１８条及び第２１条の規定にかか 

わらず、他の所得と区分し、その前年中の同法第３条の２の２第１２項に規定 

する条約適用配当等の額（以下この項において「条約適用配当等の額」とい 

う｡)に対し、条約適用配当等の額（第５項第１号の規定により読み替えられた 

第２０条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）に１００分の５（ 

平成２０年３月３１日までに支払を受けるべきものにあっては、１００分の３ 

）の税率から限度税率を控除して得た率に１００分の６８（同日までに支払を 

受けるべきものにあっては、３分の２）を乗じて得た率（当該納税義務者が同 

法第３条の２の２第３項の規定の適用を受ける場合には、１００分の３．４（ 

同日までに支払を受けるべきものにあっては、１００分の２）の税率）を乗じ 

て計算した金額に相当する市民税の所得割を課する。 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１ 

日の属する年度分の第２８条第１項の規定による申告書（その提出期限後にお 

いて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時まで 

に提出された第２９条第１項の確定申告書を含む｡)に前項後段の規定の適用を 

受けようとする旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことに 

ついてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む｡)に限り、適用す 

る。



５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1) 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、 

「総所得金額、附則第２５条の３第３項に規定する条約適用配当等の額」と 

する。 

(2) 第２５条、第２５条の２第１項及び附則第９条第１項の規定の適用につ 

いては、これらの規定中「場合の所得割の額」とあるのは「場合の所得割の 

額並びに附則第２５条の３第３項の規定による市民税の所得割の額」と、第 

２５条の２第１項中「第１８条第４項」とあるのは「附則第２５条の３第４ 

項」とする。 

(3) 第２６条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある 

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２５条の３第３項に規定する条約適 

用配当等の額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所 

得金額若しくは租税条約実施特例法第３条の２第２０項に規定する申告不要 

特定配当等に係る配当所得の金額」とする。 

(4) 附則第７条の２の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額 

」とあるのは「山林所得金額並びに附則第２５条の３第３項に規定する条約 

適用配当等の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額 

並びに附則第２５条の３第３項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

(5) 附則第２６条第４項の規定の適用については、同項中「除く｡)の額」と 

あるのは、「除く｡)の額並びに附則第２５条の３第３項の規定による市民税 

の所得割の額」とする。 

６ 租税条約実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合（第３項 

後段の規定の適用がある場合を除く｡)における第２５条の２第１項の規定の適 

用については、同項中「又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第２５条 

の３第３項に規定する条約適用配当等（以下「条約適用配当等」という｡)に係



る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の第２８条第１項の規定に 

よる申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時まで 

に提出されたもの及びその時までに提出された第２９条第１項の確定申告書を 

含む｡)にこの項の規定の適用を受けようとする旨及び当該条約適用配当等に係 

る所得の明細に関する事項の記載がある場合（これらの申告書にこれらの記載 

がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む｡)であ 

って、当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった条約適用配 

当等の額について租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特 

例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約実施特例法」と 

いう｡)第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第１節第５款の規定により配 

当割額を課されたとき、又は第１８条第６項」と、「法第３７条の３」とある 

のは「租税条約実施特例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用 

される法第３７条の３」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第１０３条の 

改正規定及び附則第１７条の２の改正規定並びに附則第４条の規定は、同年７ 

月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の生駒市税条例（以下「新条例」という｡)第１４条第２項及び附 

則第７条の２第１項の規定は、平成１８年度以後の年度分の個人の市民税につ 

いて適用し、平成１７年度分までの個人の市民税については、なお従前の例に 

よる。 

２ 平成１８年度分の個人の市民税に限り、平成１８年４月１日（以下この条に 

おいて「施行日」という｡)の前日において改正前の生駒市税条例（以下この項



及び次条第２項において「旧条例」という｡)第１４条第２項の規定に該当する 

者であり、かつ、当該年度分の旧条例第２８条第１項本文の規定による申告書 

の提出を要しなかった者で、施行日において新たに当該年度分の新条例第２８ 

条第１項本文の規定による申告書の提出を要することとなるものに係る同項の 

規定の適用については、同項中「３月１５日」とあるのは、「平成１８年４月 

３０日」とする。 

３ 新条例の規定中法人の市民税に関する部分は、施行日以後に開始する事業年 

度分の法人の市民税、施行日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税及 

び施行日以後に開始する計算期間分の法人の市民税について適用し、施行日前 

に終了した事業年度分の法人の市民税、施行日前に終了した連結事業年度分の 

法人の市民税及び施行日前に終了した計算期間分の法人の市民税については、 

なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めのある場合を除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分 

は、平成１８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成１７年度分 

までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成１８年１月１日から同年３月３１日までの間に新築された旧条例附則第 

１２条の２第４項に規定する貸家住宅については、平成１９年度分の固定資産 

税に限り、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 平成１８年７月１日（次項及び第３項において「指定日」という｡)前に 

課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 指定日前に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４６５条第１項の売渡 

し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号及び 

第２号に規定する売渡しを除く｡)が行われた製造たばこを指定日に販売のため



所持する卸売販売業者等（新条例第１００条第１項に規定する卸売販売業者等 

をいう。以下この項及び第６項において同じ｡)又は小売販売業者がある場合に 

おいて、これらの者が所得税法等の一部を改正する等の法律（平成１８年法律 

第１０号）附則第１５６条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該 

製造たばこを指定日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみ 

なして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が 

卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者等である場 

合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合 

には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持 

されるものに限る｡)を指定日に市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に 

売り渡したものとみなして、これらの者に市たばこ税を課する。この場合にお 

ける市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの 

本数とし、次の各号に掲げる製造たばこの区分に応じ当該各号に定める税率に 

より市たばこ税を課する。 

(1) 製造たばこ（次号に掲げる製造たばこを除く｡) １，０００本につき３ 

２１円 

(2) 新条例附則第１７条の２第２項に規定する紙巻たばこ １，０００本に 

つき１５２円 

３ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、地方税法 

施行規則等の一部を改正する省令（平成１８年総務省令第６０号）別記第２号 

様式による申告書を指定日から起算して１月以内に市長に提出しなければなら 

ない。 

４ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成１９年１月４日までに、その 

申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。第６項に 

おいて「施行規則」という｡)第３４号の２の５様式による納付書によって納付



しなければならない。 

５ 第２項の規定により市たばこ税を課する場合には、同項から前項までに規定 

するもののほか、新条例第１０条、第１０２条第２項、第１０６条第４項及び 

第５項並びに第１０９条の規定を適用する。この場合において、新条例第１０ 

条中「第１０６条第１項若しくは第２項､｣とあるのは「生駒市税条例の一部を 

改正する条例（平成１８年３月生駒市条例第１０号。以下この条及び第２章第 

４節において「平成１８年改正条例」という｡)附則第４条第４項､｣と、同条第 

２号及び第３号中「第１０６条第１項若しくは第２項」とあるのは「平成１８ 

年改正条例附則第４条第３項」と、新条例第１０２条第２項中「前項」とある 

のは「平成１８年改正条例附則第４条第２項」と、新条例第１０６条第４項中 

「施行規則第３４号の２様式又は第３４号の２の２様式」とあるのは「地方税 

法施行規則等の一部を改正する省令（平成１８年総務省令第６０号）別記第２ 

号様式」と、同条第５項中「第１項又は第２項」とあるのは「平成１８年改正 

条例附則第４条第４項」と、新条例第１０９条第２項中「第１０６条第１項又 

は第２項」とあるのは「平成１８年改正条例附則第４条第４項」と読み替える 

ものとする。 

６ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、市の区 

域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、第２項 

の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた場 

合には、当該市たばこ税に相当する金額を、新条例第１０７条の規定に準じ 

て、同条の規定により当該製造たばこにつき納付された、又は納付されるべき 

市たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸売販売業者 

等に係る市たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還付する。この 

場合において、当該卸売販売業者等が新条例第１０６条第１項から第３項まで 

の規定により市長に提出すべき申告書には、当該返還に係る製造たばこの品目



ごとの数量についての明細を記載した施行規則第１６号の５様式による書類を 

添付しなければならない。


